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１ガイドラインの目的 

那須塩原市立保育園の民営化は、令和2(2020)年3月に策定した第2期那須塩原市保

育園整備計画（以下「保育園整備計画」という。）において、施策として定め、推進

しています。 

このガイドラインは、保育園整備計画において対象園となっている保育園の民営化

を進める際に必要な基本的事項等を明確にし、本市の民営化の基本的な方針を定める

ものです。 

民営化を進めるに当たっては、本ガイドラインを踏まえ、保護者の皆様へ説明を行

い、不安を解消した上で民営化を円滑に進めるように努めます。 

 

 

２民営化とは 

 民営化とは、既存の市立保育園の設置・運営主体を那須塩原市から社会福祉法人な

どの民間事業者に移管することです。  

民営化すると、那須塩原市立（公立）保育園から私立保育園に変更されることにな

ります。 

※【参照】P７：市立保育園と私立保育園(民営化後)の比較 

 

＜参考＞民営化の対象園 

「那須塩原市公立保育園在り方検討会」において、民営化対象園は、次の２つ

の要件をどちらも満たす園と提言されました。  

①少子化が進展した場合においても、保育ニーズが高いことが見込まれ、経営

の安定が見込める園 

②施設の老朽化が著しく、民営化の際に、施設整備（園舎の新築）を行うこと

で、保育環境の改善を図ることができる園  
 

この提言を受け、本市としては、民営化後も安定的な運営が見込め、老朽化対

策を行う必要がある園を民営化の対象園とし、保育園整備計画に位置付けた上で

進めてまいります。 
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３民営化の趣旨 

⑴民営化の背景 

全国で人口減少・少子高齢化が進む中、本市においても０歳から５歳までの就学

前児童数が減少する一方で、保育園・認定こども園・地域型保育事業等（以下「保

育園等」という。）への入園児童数は増加傾向にあり、０・１・２歳児の保育ニー

ズが高くなっています。 

これは、社会情勢の変化に伴う就労形態の多様化、女性の就業率の上昇などによ

り、保育需要が高まっていることが要因であり、人口減少下にあってもこの状況は

当面継続すると考えられます。 

就労形態やライフスタイルの多様化という社会背景のもと、保育園等では、延長

保育、一時保育、休日保育など多様な保育ニーズへの対応が求められています。 

 

⑵民営化の目的 

  市立保育園の民営化は、多様化する保育ニーズに対応するとともに、保育の質と

サービスの向上を図ることを目的とします。  

民営化する保育園では民間のノウハウを活かし、保護者ニーズに柔軟に対応した

サービスの提供や延長保育・一時保育・休日保育などのサービス拡充を図ります。 

また、民営化しない市立保育園では正職員を集約し、保育の提供体制の充実を図

り、配慮が必要な児童の受入れや民間での運営が難しい地域での保育園運営などセ

ーフティネットとしての役割を果たすことで、市全体の保育の質とサービスの向上

に寄与するために実施するものです。  

加えて、民営化に併せ、移管先事業者による園舎の新築を行うことを基本とし、

施設の老朽化対策と保育環境の改善を図っていくことも目的とします。  

 

＜参考＞市立保育園の老朽化対策と効率的な行財政運営 

  本市が設置・運営する市立保育園は、10園中6園が建築後30年を経過してお

り、建替えや長寿命化などの整備（改修）をしなければならない時期を迎え、

整備に多額の費用が必要となることが見込まれます。  

  また、老朽化している保育園は、乳児の受入を想定して建築していないこと

などから、最低限の改修や工夫をして使用していますが、「トイレが保育室に

隣接してない」「段差がある」など、子どもにとって使い勝手の悪い作りとな

っている園もあり、質の高い保育を実施していく上でも、施設整備が必要とな

っています。 

  しかしながら、平成16(2004)年以降、国による三位一体の改革により、市

立保育園の施設整備費・運営費などに対する国からの補助金が廃止されたこと

などから、施設整備の財源確保は極めて困難な状況です。また、令和元(2019)

年10月から開始した「幼児教育・保育の無償化」の影響で、保育料の歳入がな

くなったことなどから、市立保育園の運営経費に係る市の負担はさらに増加し
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ている状況です。 

他方、私立保育園では、国(県)補助金を活用し、老朽化した施設の整備を行

うことができます。また、国・県・市からの負担金を財源とした施設型給付費

により適切な財政支援を受け運営することができます。  

最小の経費で最大の効果をあげるよう努めることも、市の責務であり、市立

保育園の民営化は、限られた人的資源・財源の中で効率的・効果的によりよい

保育環境の整備を行うために推進するものです。 

 

 

４民営化の基本的事項 

⑴基本的な考え方 

  民営化に当たっては、「子どもの最善の利益」を第一に考えるとともに、保護者

との信頼関係の構築が図られるよう、次の考え方で進めていきます。  

①保育の質を確保し、保育内容の充実が見込める移管先事業者を選定します。 

②児童への影響に配慮し、十分な引継ぎや移管後のフォローを行います。  

③民営化の目的や実施内容について十分な情報提供を行うとともに、保護者との

意見交換等を行います。 

 

⑵民営化の手法 

民営化する手法は、民間事業者による経営の継続性や安定性、事業運営の柔軟性

や迅速性、市の財政的効果等を考慮し、移管先事業者が認可保育園として運営する

「民設民営方式」とします。 

  

 ⑶施設・用地等 

施設は移管先事業者が新築するものとします。保育園用地は、原則として移管先

事業者が用地を確保（借地含む）するものとし、市有地の貸与によることが可能な

場合は、個別に協議するものとします。 

なお、備品等は、無償譲渡するものとします。  

 

⑷移管先事業者の選定等 

①移管先事業者の募集 

○移管先事業者は、提案（プロポーザル）方式により公募します。  

○募集期間は、応募事業者が余裕をもって応募できるように２か月程度の期間

を確保します。 

 

②移管先事業者の要件 

○移管先事業者は、「那須塩原市で保育園・幼稚園・認定こども園を設置・運

営する社会福祉法人または学校法人」であることを要件とします。  
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ただし、該当する事業者の応募がない場合は、市外の保育園・幼稚園・認定

こども園を設置・運営する社会福祉法人または学校法人にも拡大します。 

 

③移管先事業者の選定 

 ○移管先事業者の選定は、保育園の運営や経営に関する知識を有する「評価委

員会」の評価を参考に庁内の「選定委員会」が選定し、市長が決定します。 

 ○評価委員会は、書類審査、応募事業者の運営施設の現地調査、応募事業者の

プレゼンテーションにより評価します。  

○評価に当たっては、保護者会の意見を聴き、評価の参考とします。 

 

  ④選定・評価基準 

○市立保育園で行われている現行の保育水準を満たし、さらなる保育の質の向

上が見込める移管先事業者を選定することとします。  

   ○評価委員会は、次の点を重視し、評価を行います。 

ⅰ児童福祉の理念・公共性・公益性を持った法人であること。  

ⅱ子ども本来の発達・育ちを重視し、子どもを中心とした保育の実施が見込

めること。 

ⅲ安定的な保育を継続するための職員配置及び職員が意欲を持って働ける

取組が確保されること。 

ⅳ保育園を運営するための財務基盤が安定していること。  

ⅴ現行の保育内容や保育の質の維持・向上が見込めること。 

ⅵ移管条件を満たしていること。  

移管条件は、保護者からの意見・要望等を取り入れ保育園ごとに設定しま

す。条件としては、次のような事項が考えられます。  

・保育内容、行事等について 

・特別保育（一時保育や休日保育等）の実施について 

・障害児の受け入れについて 

・施設の整備について 

・給食の実施及びアレルギーへの対応について  

・保育料以外の保護者の費用負担について（保護者会費等）  

・地域との関係について 

・第三者評価の導入について 

・園長、保育士について 
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⑸基本的なスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※あくまでも基本的なスケジュールであるため、各園の状況や進捗状況等により

変更となる場合がある。 

 

 

５引継ぎ 

⑴引継ぎ期間 

①子どもへの影響がでないように十分な引継・合同保育期間を設け、安定的に保

育を引継ぐようにします。 

②基本的に民営化の１年前から園長への引継ぎを始めます（１年以上の引継ぎ期

間を確保します）。 

③円滑な引継ぎが行われるよう、引継ぎ期間中に市職員と移管先事業者職員が合

同で保育にあたる期間を設けます。合同保育の期間は、おおむね３か月としま

す。 

 

⑵三者会議の設置 

移管先事業者を決定した後は、保護者、移管先事業者、市の三者による会議を設

置し、移管に向けた協議を行います。 

・協議の内容：保育内容、保護者との協力関係、継続事業、新規事業等 

 

対象年度 主な内容 

～民営化３年度前 ・公表（整備計画で対象園の位置付け、教育・保育ガイド

ブックへの記載、重要事項説明書での説明 等） 

・保護者説明会 等 

民営化２年度前 ・保護者説明会、事業者選定（移管条件等）に係る  

意見交換 等 

・事業者の募集、選定、決定 

・三者会議開始（以後、随時開催）  

・事業者による新園舎設計 

・施設整備（園舎新築工事等）着工 

民営化１年度前 ・保育に関する引継ぎ（１年間）、合同保育（３か月） 

・施設整備竣工 

・県への認可申請 

民営化実施年度 ・民営化（４月１日から） 

・市の実地調査（指導監査等） 

・三者会議 
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６民営化後の保育園運営 

⑴市の役割 

①民営化後も適切な運営が行われるよう、市と移管先事業者の間で、覚書を締結

します。覚書においては、募集時に示した要件、法人の提案事項として採用さ

れた内容、その他移管先事業者が遵守しなければならない項目を定めます。  

②移管先事業者に対して、実地調査（指導監査）等を行い、運営状況や遵守事項

の履行状況の確認、必要な指導・助言又は改善を指示し、保育の質が維持・向

上するよう対応します。 

 

⑵三者会議の開催 

適正な保育園の運営が行われるよう、移管後についても引き続き一定期間、保護

者・移管先事業者・市の三者による会議を開催し、問題が発生した場合は共に解決

に向けて取り組みます。 
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７市立保育園と私立保育園(民営化後)の比較 

 

項目 比較 市立保育園 私立保育園 

設置者 ≠ 
違う 

市 社会福祉法人・学校法人 

申込み、 
入園選考 

＝ 
同じ 

市 市 

保育料 
【納入先】 

＝ 
同じ 

市の条例で定める額 
【市】 

市の条例で定める額 
【市】 

保育内容 ＝ 
同じ 

保育所保育指針による 保育所保育指針による 

設備の基準 ＝ 
同じ 

児童福祉施設設備及び運営
に関する基準 

児童福祉施設設備及び運営
に関する基準 

保育士配置 ↗ 
充実可 

児童福祉施設設備及び運営
に関する基準に基づく配置 
 

年齢  子ども  保育士  

0 歳 ３人  １人  

1～2 歳  ６人  １人  

3 歳 20 人  １人  

4 歳以上  30 人  １人  
 

児童福祉施設設備及び運営
に関する基準に基づく配置 
 

年齢  子ども  保育士  

０歳  ３人  １人  

1～2 歳  ６人  １人  

3 歳 20 人  １人  

4 歳以上  30 人  １人  

※１歳児は、子ども３人に対
して保育士１人の配置と
した場合、県補助あり 

職員の雇用 ≠ 
違う 

市 社会福祉法人・学校法人 

特別保育事業 ↗ 
充実可 

延長保育 
延長保育の時間延長、 
一時保育や休日保育等の 
追加（充実）が可能 

特別保育利用料 
【納入先】 

≠ 
違う 

市が定める額 
【市】 

法人が定める額 
【私立保育園】 

※移管前を基準に保護者会
と協議の上決定 

（基本的には市立と同額） 

運営費 ≠ 
違う 

市財源 
※国・県の負担なし 

施設型給付費 
※国・県・市の負担あり 

施設の整備 ≠ 
違う 

市財源 
※国・県の補助なし 

事業者負担金 
※国・市の補助金あり 

給食 ＝ 
同じ 

自園調理 自園調理 

給食の主食 ↗ 
充実可 

幼児組は持参 
完全給食（持参不要）可能 

※主食代徴収あり 
 


